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我が国は、国土の約 7割を山地・丘陵地が占め、地質的にも脆弱なため、梅雨期

の集中豪雨や、台風に伴う豪雨等により、急傾斜地の崩壊、土石流又は地すべりを

原因とする土砂災害が全国各地で発生している。平成 18 年から 27 年までの 10 年

間では、年平均約 1,000 件の土砂災害が発生しており、26 年 8 月の広島市におけ

る土砂災害においては 74人の死者が発生するなど、甚大な被害が発生している。 

このような状況に対し、従来から、砂防堰堤等の土砂災害対策施設の整備による

ハード対策が行われているが、全ての土砂災害のおそれのある箇所について、土砂

災害対策施設を整備するには、多くの時間と費用が必要とされている。このため、

土砂災害対策の推進に当たっては、ハード対策とともに、土砂災害のおそれのある

土地の区域を明らかにし、警戒避難体制の整備や一定の開発行為の制限等のソフト

対策を実施することも重要であり、平成 12 年に、土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12年法律第 57号。以下「土砂災害防止

法」という。）が制定され、基礎調査の実施、土砂災害警戒区域等の指定、同区域

における警戒避難体制の整備等が推進されてきた。 

しかし、平成 26 年 8 月の広島市における土砂災害では、基礎調査や土砂災害警

戒区域等の指定が行われていない地域が多く、住民に土砂災害の危険性が十分に伝

わっていなかったこと、避難勧告等の発令が災害発生後となってしまったことなど

の課題が指摘されている。これらを踏まえ、平成 26年 11月に土砂災害防止法が改

正（平成 27 年 1 月に施行）され、都道府県による基礎調査結果の公表、土砂災害

警戒情報の市町村への通知及び一般への周知等を行うこととされた。 

また、土砂災害警戒区域は、指定が全て完了すると約 65万か所になると推計（平

成 28 年 3 月末時点）されているが、29 年 1 月末時点での指定数は約 47 万か所と

なっており、土砂災害のおそれがあるにもかかわらず土砂災害警戒区域に指定され

ていない箇所が多数存在している。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、土砂災害対策の推進を図る

観点から、警戒避難体制の整備等のソフト対策の実施状況等を調査し、関係行政の

改善に資するために実施したものである。 
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